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GHQ／SCAP文書に見る山梨県モデル保健所の形成過程

佐藤公美子 坪井良子

　本稿では一地方である山梨県を取り上げ，戦後の保健所網整備の実践過程を明らかにし，検討

した。GHQ／SCAP（中央）からの保健所拡充強化の勧告に，山梨県軍政部と県内の医療，看

護職と県職員が協力して，1948年4月に日下部保健所をモデル保健所として設置した。山梨県

の試みは，モデル保健所が地域医療の拠点として機能するために，直接に地域住民と接触する保

健所職員の充実を重視した点にある。日下部保健所は，東京都杉並保健所をモデルに整備が進め

られた。日下部保健所は，設置から一年後の1949年1月17日，必要な専門職の確保や医療設備

を備えた近代的な保健所へと刷新された。そして，この保健所は地域社会の保健，医療を推進し，

公衆衛生という専門分野を担当する実施機関として確立した。山梨県の先駆的な試みは，

GHQ／SCAPが遂行する医療改革の一つの成果として評価できる。さらに，地方の政策実施過

程を解明する手がかりとなった。

キーワード　　GHQ／SCAP　看護政策　モデル保健所　占領期

はじめに

　第二次世界大戦後の連合国軍最高司令官総司令部
（General　Headquarters，Supreme　Commander　for

the　Allied　Powers；以下GHQ／SCAPと略記）によ
る占領改革は，わが国の政治，経済，教育，医療などの

多岐にわたり，戦前日本を刷新した。わが国の看護教育，

看護行政もまた占領改革により変革し，今日に連続する

看護の法令や看護教育制度は，占領政策の成果の一つで

ある。GHQ／SCAPによる看護改革を明らかにするこ
とは，戦後のわが国の看護のスタートを解明することに

なる。

　筆者は，前報の「占領期における山梨県の看護活動の

展開」1）において，主として山梨県における看護政策の

実施過程を，GHQ／SCAPの公衆衛生福祉局（Public
Health　Welfare　Section；以下PHWと略記）看護課

と、山梨県軍政部との活動記録から分析して実証してき

た。山梨県の看護職がGHQ／SCAPの指導に呼応し，
看護の専門性と自立を追及した独自の看護活動を展開し

ていた過程を明らかにした。

　筆者は占領期の看護改革を地方レベルでの実施過程を

通して，明らかにすることを研究課題としている。中央

からの指令を，府県軍政部を介して地方ではどのように

受容し，政策を実施していったのか。政策実施を命令す

る側と，それを受ける側の双方から検討することで看護

改革のダイナミズムがより明確になるものと考える。占

領期において，地域で生活する人々の健康問題を医療職

はどのように対処し解決へと導いてきたのか。地域の日

常生活の変遷を探究し看護改革の評価を行うとともに，

戦後の医療，看護の基盤が形成された占領改革を継続し

て考えていきたい。

1　研究目的

　前報に続いて，一地方である山梨県の看護政策の実施

過程を考察するために，占領初期改革の具体的な医療政

策である，保健所機構の再編に関する医療・看護活動を

明らかにすることを目的とする。

2　研究方法

　国立国会図書館が所蔵するGHQ／SCAP　Recordsの
PHWと民事局（Civil　Affaires　’　Section；以下CASと

略記）のSheetsから“Nursing　Affaires”“Yamanas

hi　Military　Government　Team”に関する英文書を収

集するとともに，“Monthly　Yamanashi　Military

Government　Report　for　the　Month－Jun　1947～
May　1949”2）から分析する。さらに，山梨県史や山梨県

政に関する資料，山梨県医師会及び看護協会に関する資

料などと付き合わせ分析・検討した。

山梨医科大学医学部看護学科

3　保健所再編に向けたPHWの政策
　第二次世界大戦前の保健所法（法律第42号）は，

1937（昭和12）年4月5日に公布され，この法に基づ
き保健所が設置された。保健所制度は，伝染病予防や公

衆衛生の衛生警察部門と，国民の体位向上を目指した母

子保健・衛生教育のサービス部門とに分かれていた。保

健所法第一条の「保健所ハ国民ノ体位向上セシムル為地

方二於イテ保健上必要ナル指導ヲ為ス所トス」にみられ

るように，当時の保健所の最大の使命は，国民全体の健

康を守ることよりも，国の富国強兵政策と健兵健民政策

に沿って，丈夫な兵隊を確保することにあった3）。戦争

の激化につれて，医療施設の荒廃，医薬品の不足，生活

物資の不足，不衛生な環境などにより，国民の生活や健

康状態は益々悪化していった。

　1945（昭和20）年8月15日，終戦後の日本は戦前か

ら続く生活レベルの低下によって，急性，慢性伝染病が

猛威を奮い多くの病死者を出していた。占領直後に日本
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に上陸したPHW局長Crawford　F．　Sams（以下サム
ス）もまた“Prior　to　1945，　Japanese　standards　of

sanitation　were　far　below　those　of　modern
progressive　nations．”と記し，敗戦国日本の悲惨な状

況を述べている4）。

　終戦直後の公衆衛生行政は，伝染病の蔓延や食糧不足

による栄養失調など，国民生活の混乱への対応が最優先

事項であるとともに，占領軍兵士やその家族の健康確保

も必須であった。GHQ／SCAPは，早速，伝染病予防
のためにシラミ・蚊・ハエ・ネズミなどの駆除を行うよ

うに昆虫鼠族対策を，日本の地方を監視する府県軍政部

に指示した。さらに，国民の栄養状態を継続的に調査し

て，地方都市や病院などにおける日本国民の健康状態を

報告することを早急に求めた5）。

　占領初期においては，保健所は伝染病や性病の予防対

策の中心機関として位置付けられていた。しかし，1947

（昭和22）年に入っても，伝染病（赤痢，ジフテリア，

腸チフスなど）や性病患者が減少せず，1947（昭和22）

年2月，医療改革を担当するPHW局長サムス，　PHW
予防医学課長L．G．Thomas（以下トーマス）と，日本

の厚生省との話し合いの後，施設，人員，制度の改革を

含めた保健所の拡充整備を行うことを決定した6）。同年

4月，覚書「保健所機構の拡充強化に関する件」が勧告

され，12項目の公衆衛生基本事項が明示された。それ
は，（1）公衆衛生育成，（2）母子衛生，（3）人口動態統計，

（4）臨床検査業務，（5）歯科衛生，（6）栄養改善，（7）環境

衛生，（8）衛生教育，（9）医療社会事業，（10）伝染病予防，

（11）結核予防，（12）性病予防，である7）。この覚書を基

に，戦後の保健所整備がスタートすることになった。

　覚書「保健所機構の拡充強化に関する件」を受けて，

1947（昭和22）年9月5日（施行；1949年1月1日）
に，旧保健所法が改正され，新たな保健所法が公布（法

律第101号）された。保健所の目的は，「地方における

公衆衛生の向上及び増進」にあるとされ，前記した

GHQの覚書に示された12項目の事業が明記された。
そして，全国に800の保健所地区を設定した8）。しかし，

12項目もの事業を地方財政の中で実施することは，各

県にとっては大変な負担であり，課題でもあった。特に，

保健所の建物の新増築や人員の補充は困難が予想された。

　GHQ／SCAP組織のうち，　PHWが中心となって進
めてきた公衆衛生分野の政策は，伝染病や性病対策を中

心とした占領初期政策から，日本国民全体の健康増進を

目指した政策へと展開していった。PHWは，保健所が

その機能を拡大させ，地域の公衆衛生活動を担う組織へ

と発展することを期待していた。

4　GHQ／SCAPによるモデル保健所の設置

　1948（昭和23）年1月1日，改正された保健所法が

施行されることになった。PHWは地方の保健所整備に

あたり，まず東京都（中央）に保健所を設置して，地方

の保健所が東京都をモデルとして整備をするという施策

があった。そして，同年1月23日“Plan　for　Model
Health　Center　Demonstration”9）が勧告され，具体的

な整備項目及び方法が指示された。モデル保健所として

指定された杉並保健所は，PHWの要求に応えて新たな

保健所施設を建設し，同年4月5日に開所した。4課17

係を有する保健所機構が設立し，総職員は120名にも及
んだ。

　杉並保健所の開所と同時に，モデル保健所の整備に関

する講習会が府県軍政部の軍医を初めに，府県の衛生部

長や保健所長，医師，保健婦の代表者の順で開催された。

この講習会でPHWは軍政部軍医や地方庁の担当官に，

各都道府県に1ヵ所，同様の保健所を設置するように指

令を出した1°）。そして，PHWは中央から地方への保健

所網の整備及び確立を示唆した。サムスとPHWスタッ

フは保健所整備にあたり，専門職による技術行政の導入

に最も力を入れていた。それは，サムスの「日本の公衆

衛生が進歩しないのは，専門家の意見が専門家でない者

によって，左右されているからである」との指摘による

ものであった11）。

　1948（昭和23）年1月，新しい保健所法の制定から，

4ヵ月という短期間に中央にはモデル保健所が設置され，

次は地方へと政策が展開されていった。だが，モデル保

健所設置にあたっては施設と技術の整備が最優先され，

地域の中で保健所はどのような役割を果たしていくのか

といった，保健所の役割についての検討は徹底されなかっ

た。地域住民に必要な事業は何か，どのような健康教育

への要求があるのかなど，地域の日常に即した検討と実

態の把握は後回しになっていた。

5　“Yamanashi　Military　Government　Team－Month

　　ly　Reports”に見るモデル保健所の整備

　PHWは，保健所整備に関する勧告を次々と出し，日

本側もこの要求に最大限の努力をもって呼応していった。

しかし，公衆衛生を発展させていくためには，体制を整

えるだけでは不十分であり，現場の担当官の実績と地域

住民の意識や草の根的な活動が不可決であった。

　山梨県のモデル保健所となった日下部保健所は，保健

所が中心となり地域の公衆衛生活動の組織化に取り組ん

だ事例の一つであったといえる。

　山梨県ではPHWの勧告を受けて，県内7ヵ所の保
健所の中から，1948（昭和23）年4月に日下部保健所

をモデル保健所に指定することを決定した。その後，近

代的公衆衛生活動に見合うだけの設備と業務基準の作成

及び整備を行うようにとの指示があり，早速，保健所施

設の新設を計画した。整備費用は，國庫補助金から
1．691．140円と縣償から1．125．000円の，計3．502．280円

を予算化したとある12）。

　東京都杉並保健所は150坪の広さを有する施設であっ

た。日下部保健所はその2倍の，278坪のスペースを確i

保し，診察室，事務室，会議室からなる近代的な木造の

建物を，1948（昭和23）年9月15日に完成した。同年

12月15日にモデル保健所を開所し，1949（昭和24）年

1月17日にはオープニングセレモニーが行われた。こ

のセレモニーには，米国第8軍の公衆衛生部署のCol．

Merle　E．　Smithが列席し祝辞を述べたと記されてい
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る13）。一地方である，山梨県のモデル保健所の開所式に，

地方の府県軍政部を統合し管轄する，総本部の大佐が出

席するということは，地方の保健行政を推進していくこ

とがGHQ／SCAPにとって，いかに重要な政策であっ
たかが伺える。また，山梨県の試みは，地方のモデル保

健所の先駆的な活動であったと評価できる。

　さらに，日下部保健所がモデル保健所として地域の公

衆衛生活動の基点となり起動するためには，PHWが指

示する職員数を確保する必要があった。県内の医師の多

くは開業しており，保健所での勤務を望んではいなかっ

た。その理由は「待遇の悪さと保健所施設に通勤するこ

との不便さである」とあり，医師をパートタイムで雇用

することの困難さが記されている。同様に，県内の看護

者も大変不足しているため，保健所に勤務する看護者を

確保することが困難な状況にあると，報告されていた14）。

　さらに，PHWは16名の看護婦（保健婦含む）を常
勤で配置することを指示したが，日下部保健所の開所時

に確保できたのは半数の8名にとどまった。県内の看護

職数は絶対的に不足しており，これ以上の人員確保は困

難であった。

　従来の衛生事務は警察が管轄していたが，保健所法改

正の折に，公衆衛生上の指導業務と行政業務が一本化さ

れ，人員の整備，専門職の配置と研修・訓練の実施が緊

密化されるようになった。しかし，保健所法の全面改正

に伴ない，公衆衛生の多岐にわたる分野の指導，結核，

性病，歯科治療から，人口動態調査，食品衛生監視業務，

公衆衛生に関する専門職の試験検査などの実施が指示さ

れ，業務量は増大し，保健所機能の拡充強化が一層求め
られた15）。

　中央の杉並保健所の開所時には，3年の臨床経験を有

する医師を所長として，他に医師7名，歯科医師1名，

看護婦15名，助産婦1名，衛生工学士5名，事務員23

名など，計61名のスタッフの雇用が予算化されていた。

中央の杉並保健所を目標に，日下部保健所にも医療の専

門職を常時配置するように，保健所の再編に向け努力を

続けた。そして，山梨県ではモデル保健所開設の1949

（昭和24）年1月17日には，所長のもとに4課17係を

設置し，医師をはじめ，歯科医師，精神科医，獣医，看

護婦，助産婦，薬剤師，放射線技師，栄養士などの専門

職者を59名，常勤で雇用するまでに成長した。この事

実は，山梨県の占領政策実施の成果として，評価すべき
である（表1）16）。

6　保健所を中心とした看護活動

　山梨県の公衆衛生活動の拠点として，日下部保健所は

開所以来から住民の健康相談，性病や結核治療，予防接

種昆虫駆除を主とした環境衛生活動を実施した。特に，

法定伝染病患者の発見・監視・衛生教育や予防注射など

の伝染病対策は，保健所システム下で強化された17）。

　日下部保健所が取り扱ってきた業務実績件数をモデル

保健所としての設置以前と比較してみると，県民の健康

を保持する施設として，地域の公衆衛生活動の拠点とし

て，大きく躍進してきたことがわかる（表2）18）。

39

表1；”Personnel　of　the　Kusakabe　and　Suginami

　　　Model　Health　Center”

Typc　of usakabe Kusakab Suginami usakabe

Occupadon foposed ctual cロ1al mploycd
umbef umber umbet

（1948．6） （1948．6） （1949．1）

octor 7 6 9 4
entist 1 1 1 1

ental　Hygienist 1 1 2 0

etefinarian 1 1 1 1

harmacist 2 2 3 2

urse 16 8 ユ6 8

’dwifc 1 1 1 1

一ray　Tcchnician 2 1 1 1

utritionist 1 1 2 1

Sanitarian 1 1 2 4

・・dInspect・r 1 1 0 0

Clerk 20 13 35 18

Sanitary　Members 16

tc 2 2 3 2

Total 56 39 76 59

GHQ／SCAP　cAS　Sheets　“Monthly　Military
Government　Activities　Report　for　the　Month　of

Jun　1949　and　January　1949”から抜粋し，筆者作成

表2　日下部保健所，取り扱い業務実績比較表

年月日　　健康相談　集団検診　患者治療　試験及び検査

1948年4月　　141件 55件　　　135件

1949年3月　765件　1．483件　　127件

545件

798件

　住民の健康相談は保健婦が中心となり，結核の相談や

妊婦，乳幼児相談，学童や工場の労働者を対象にした集

団検診などを実施し，時には1泊2日で無医村へも出向

した。衛生教育面では，伝染病や受胎調節は医師が担当

し，栄養指導や全身清拭，洗髪など家庭看護の方法を看

護婦と保健婦が担当した。母子保健，栄養改善，学校保

健などに関する衛生教育プログラムも多く企画され，多

数の住民が参加した。看護職が中心となり，県民の衛生

教育に対する知識の普及を目指した啓蒙活動が実施され
た。

　そして，山梨県軍政部公衆衛生課チーフの軍医Gus

J．Furla（以下ファーラー）と米国第8軍所属の
Catharine　Morgan（以下モーガン）は，県内の看護職

の活動に尽力し，大きな功績を残した19）。ファーラー軍

医は，看護職の学術研究会に出席し，「米国の学校に於

ける保健婦の仕事」や「保健所に於ける保健婦と助産婦」

などの講演を行ない，県内の看護職に衛生教育の重要性

と，医療の専門職としての自立を求めて示唆を与えてい
た20）。

　モーガンは，山梨県軍政部を傘下に置き，新潟県を拠

点とする関東軍司令部軍政部に所属するPublic　Health

Nurseである。モーガンは1～2ヵ月毎に1度，山梨県
を訪れ，モデル保健所で開催される講習会やカンファレ
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ンス，ミーティングに参加し，看護職の質問に答えて具

体的な方向性を示し，看護方法についての指示を与えて

いた。また，時には看護技術をデモンストレーションす

ることもあった。

　山梨県の保健婦，助産婦，看護婦はモデル保健所を活

動の原点として，地域住民の健康を担う専門職として自

立していった。そして，自らの知識の向上と住民の健康

教育の充実を目標に，1949（昭和24）年10月から
Refresher　Courseを開催し，公衆衛生行政に積極的に

参画していった。

　以上のように，山梨県ではGHQ／SCAPの勧告を受
容し，軍政部の専門官の指導を得ながら，地域に根ざし

た医療と看護活動へと発展させてきた。中央からの勧告

を一律に受けるのではなく，地域の特性に根ざした方法

で展開し，住民の要請に呼応してきた過程を詳細に明ら

かにすることができた。

7　まとめ

　占領下の公衆衛生行政一モデル保健所の設置は，

GHQ／SCAPという絶大な圧力の中で進められ，規定

されてきた。GHQ／SCAPの指令が浸透し，実践され
るためには，山梨県の例に見るように，日本人スタッフ

を指導する立場にあった軍政部の専門家の存在は無視で

きない。そして，地域住民の日常生活に即した健康問題

を取り上げて，広く衛生教育を実施した府県側の医療関

係者の実践力に寄与するところが大きいと考える。それ

は，中央と地方がともに熱心に公衆衛生活動に取り組ん

だ成果であり，新しい設備，優秀な専門スタッフ，住民

の積極的な活動など，様々な要因が重なって，はじあて

活動が展開されたものと考えられる。

おわりに

　Yamanashi　Military　Government　Team－Monthly

Reportsは，毎月の活動状況を詳細に記して中央に報告

した重要なGHQ文書である。このReportsを分析す
ることで，GHQ／SCAP（中央）の指令を山梨県では
どのように受容し，展開していったかを詳細に確認する

ことができる。この報告書は，地域における公衆衛生活

動の実践解明に繋がる重要な史実として位置付けられる。

同様に，他県のReportsを探索し，さらに地方からの

視点で公衆衛生行政の展開過程を考察していくことが，

今後の課題である。

本研究は，平成13年度文部科学省科学研究費補助金

（若手研究B）の助成を受けた研究の一部である。
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Abstract

　　　　　　　The　Process　of　formation　of　Yamanashi　model　health　center：

An　Analysis　of　the　GHQ／scAP　under　the　occupation　after　World　War　ll

SATO　Kumiko　and　TSUBOI　Yoshiko

　　　The　nursing　system　and　nursing　education　system　currently　in　effect　in　Japan　were　greatly　influenced　by　the

policies　of　GHQ／scAP皿der　the　Occupation　after　world　War　II．　The　authors　focused　on　medical　and　nursing

activities　in　outlying　regions　of　Japan　in　order　to　clarify　the　actual　process　of　the　implementation　of　nursing

policy・How　did　the　regional　governments　take　advisories　from　the　central　authorities（GHQ／SCAP）and　how　did

they　develop　nursing　Policy？

　　　We　chose　one　region，　Yamanashi　Prefecture，　and　studied　the　status　of　the　public　health　center　network．　The

military　administration　of　Yamanashi　Prefecture　and　the　medical，　nursing　and　prefectural　workers　of　Yamanashi

Prefecture　worked　together　to　establish　the　Kusakabe　Public　Health　Center　as　a　model　on　April　1948　in　response

to　the　advisory　from　the　central　authorities　to　strengthen　the　expansion　of　public　heath　centers．　Yamanashi’s　plan

put　emphasis　on　having　the　health　center’s　staff　interact　directly　with　the　local　people　so　that　the　model　public

health　center　would　serve　as　a　base　for　regional　medicine．

　　　The　Kusakabe　Public　Health　Center　was　set　up　along　the　model　of　the　Suginami　Public　Health　Center　in

Tokyo．　In　January　171949，0ne　year　after　its　establishment，　the　Kusakabe　Public　Health　Center　was　reformed　into

amodern　center，　with　a　full　staff　of　professionals（nurses，　public　health　workers，　radiologists，　pharmacologists，

etc．）．　It　took　part　in　medicine　and　health　in　the　local　area　and　made　a　place　for　itself　as　a　practical　facility　taking

charge　of　the　specialized　field　of　public　sanitation．　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　This　pioneering　effort　by　Yamanashi　Prefecture　was　well　regarded　as　an　achievement　of　the　medical　reforms

carried　out　by　GHQ／SCAP．　This　research　will　also　serve　as　a　key　for　understanding　the　process　by　which　regional

policies　were　carried　out．

Key　words：GHQ／SCAP　Nursing　Policy　Model　health　center　Occupied　in　Japan
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